
現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う し い

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

. .

,
,

,

％

, ,

人

タルコ ＋

間
人
件
費
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窓口 行政サ 在 方や質 要望 多様化 高度化 化
々求 い 法 遵 し 対応

戸籍法 民基本台帳法等 法 及び芽室 印鑑登録及び
証明 関 条例

成果指標

. .

 . 事務事業 開始し 背景  .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ う

％ .
成果指標

申請 付 交付 確 迅 寧 対応

芽室 民
芽室 本籍 あ 者

目標目標
度度

予算 目標単 度

便利 親 窓口サ 推進

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

％

名 称

確 処理し 件数／届出件数

, ,

, ,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

, ,
, ,

, ,, ,

, ,

, ,

, ,

.

目標

成 度

, ,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称
役場等 窓口やカウンタ 電話 職員 対応 満足し い 民 割合 ％

度

人芽室 本籍 あ 人数 日現在

単

民基本台帳異動件数 件

人芽室 民 人数 日現在

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

名 称

戸籍 届出数 件

度
度

作成日 成

開始 度 明
毎 繰返事業

般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

高瀬 義則

戸籍法 民基本台帳法 芽室 印鑑登録及び証明 関 条例

所属
部門

事務事業名 戸籍 民登録 印鑑登録管理事務

成 事務事業マネ メン  
事務事業

性格

杉山 ゆ課長名

予算
科目

会計区 款 項

事業期間

予算 事業名

度

目

線
民生活課 民係

日

戸籍 届出 審査 確認 理 編製 戸籍謄 抄 本交付 民基本台
帳 異動 届出 処理 戸籍届出 伴う異動処理 民基本台帳副本

整理 民票交付 戸籍附票 記載 附票交付 印鑑登録申請 理 印
鑑証明書交付 郵便請求 戸籍 民票等交付 登録証明書交付 犯
歴台帳 作成 犯歴照会 回答

総合
計
体系

戸籍 民登録 印鑑登録管理事務

件戸籍 民票等 交付件数

施策名

定し 行 政運営 行政サ 推進

法 根

親 便利 行政サ 推進

基本目標

政策名

民 主役 自治 基 く く

訳 実績
度

, ,

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

  般  源 , ,

,

.

,
,

,
, ,

 

 
 

 

 人工数 業務量

活動指標 件
件

人件費計

,件

,
人

,

対象指標 人



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映さ 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮 改革改善案  大 縮 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 改革案 今後 度 降 計

度

降

組

戸籍 民登録 印鑑登録管理事務 法 基 確 寧 対応
個人番号カ 関し 適 交付 行い カ 効活用 利便性 考え コン ニ交付サ 入 い 情報 集 行
う

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

法 基 く事務 あ 確性 迅 性 求 業務 あ 時間短縮等
難しい

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

法 基 く事務 あ 統廃合 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

民生活課

.事業費 タルコ
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
し 場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮
余地

対象 意図 広 逆 狭
い

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

戸籍 民登録 印鑑登録管理事務 法 基 確 寧 対応
個人番号カ 関し 適 交付 行い カ 効活用 利便性 考え コン ニ交付
サ 入 い 情報 集 行う

削減

向

コ

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

民係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

地方自治法 戸籍法 民基本台帳法等 基 く事務 あ

法 基 く事務 あ 対象や意図 大 縮 い

戸籍電子化 戸籍作成時間 交付時間 大幅 短縮 い 戸籍届出 届出 容 時間
要 場合 あ 理解い い い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課 や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ッ イ 広聴制度
 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

戸籍等手数料 地方自治法 基 く政 示さ 標準金 あ 妥当 あ 民票 印鑑登録証
明書等 手数料 税証明等 均等 適 担 あ

※ 映さ 具体案 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

戸籍 民登録 印鑑登録管理事務



事業の概要

線

成 月

事務事業

度

杉山 ゆ 担当者名 高瀬 義則

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度まの性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度

埋火葬の許可 斎場の使用許可事務

所属
部門

住民生活課 住民係 課長名

人件費計

間

人

.

死亡届 埋火葬許可 斎場使用許可書の交付

改革 改善実施の方向性 現状維持

斎場使用予約 基づ 死亡届 許可書 係 書類を事前 用意す こ 受付 許可証交付 要す 時間の
短縮 図

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

安定した行財政運営 行政サ ビ の推進

簡易 トを
選択した理由

親切 便利 行政サ ビ の推進施策名

総合
計
体系

根拠
法令

墓地 埋葬等 関す 法律 戸籍法 条例政策名

民 主役 った自治 基づくまちづく基本目標

改革 改善案の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

その他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 ％

 人工数 業務量

活動指標 人
人

人件費計

人
人

対象指標

 

,, ,
 

訳 実績
, ,

事業費計 ,

実績

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 △ , ,

国民 金制 関 相談 広報誌等 金制 周知
厚生 金及び共済 金資格 配偶者含 喪失 国民 金資格

得 理 審査 適用
申請免除 学生納付特例 理
老齢 障害 遺族基礎 金等 裁定請求及び現況届出 理

総合
計
体系

国民 金事務

人免除 学生特例 当数

施策名

安定した行 政運営 行政サ ビ 推進

法 根

親 便利 行政サ ビ 推進

基本目標

政策名

民 主役 た自治 基 く ち く

事業期間

予算 事業名目

線
民生活課 民

日

所属
部門

事務事業名 国民 金事務

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

杉山 ゆ課長名

予算
科目

会計区 款 項

名 称

資格得喪数 人

作成日 成

開始 昭和
毎 繰返事業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

塩原 勢津子

国民 金法

単

裁定請求数 人

人国民 金加入者

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

単

目標

 . 成果指標 結果 成 表 指標

単

無

名 称

役場窓口やカウンタ 電 等 職員対応 満足し い 民 割合 ％

.

目標

成

△ , ,
,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

△ , ,
,

,, ,

, ,

金制 理解 信頼 深 民 自立した老後 生活基盤 確
保

口 振替 進

国民 金加入者

％

目標目標予算 目標単

便利 親 窓口サ ビ 推進

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成 合 表 指標

口 振替等加入率

人

名 称

基礎 金裁定者数

.

.

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

.

.

高齢化社会 金 給者 々増加し 国民 老後 生活保障 し
金 必要性 高 一方 あ

国民 金制 創設

成果指標 .

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

人

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮 改革改善案  大 縮 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

法定 事務 あ た 行わ ば い

法定 事務 あ た 対象や意図 広 い

法定 事務 あ 周知 啓発活動等 適 組 著しい成果 向 余地 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制
 た 議会や関 者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

益 限定さ た 費用 担 求 事業 い

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明

効
性
評
価

.成果 向 余地

国民 金事務

 .改革 改善 期待成果

民

維持 ○

日本 金機構 連携し 金 各種届出及び相談 い 適 対応
金制 理解 深 た 啓発活動 図 いく
成 施行 給資格期間短縮 民 相談 適 対応 う 知識向

図
成 施行 マイナンバ 制 入 い 啓発 図 削減

向

コ ト

増加

現状維持

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業名

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

法定 事務 あ た 廃 休 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

民生活課

組

降

組

日本 金機構 連携し 金 各種届出及び相談 い 適 対応
金制 理解 深 た 啓発活動 図 いく

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

障害 金 相談件数 非常 増加し 対処 必要 時間 増加し い
た 給資格期間短縮 相談やマイナンバ 入 関 説明 必要 時間 増加し い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



事業 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案 概要

生涯を通 安心 暮 せ 保健医療環境 く

簡易 トを
選択 た理由

生涯を通 た健康 く施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

国民健康保険法政策名

誰も 健や 生 生 暮 せ まち く基本目標

間

人

.

国民健康保険加入者 死亡 伴う葬祭費 支給

改革 改善実施 方向性 業務改善

葬祭費 い 成 国保医療係 担当 口 振込 支給 た

訳 単位
実績 実績 予算

人件費計

開始

作成日 日

事務事業名

成

ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
昭和

国民健康保険異動処理事務

所属
部門

住民生活課 住民係 課長名
線

成 月

事務事業

杉山 ゆ 担当者名 高瀬 義則

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

～

人

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

入 経過し 来庁者 先 総合案 聞い
定着し い 今後 役場庁舎建設 伴い 階玄関 総合案 方法
見直し 想定さ

公共サ ビ パ トナ 制度 入 伴い実施

成果指標

. .

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

迅 的確 さわや 案

来庁者

目標目標
度度

予算 目標単 度

便利 親 窓口サ ビ 推進

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

人

名 称

案 必要 来庁者 ３ ％ 日 均

, ,

, ,

事務事業及び各指標 変更

, ,
, ,

, ,, ,

.

目標

度

, ,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

役場窓口やカウンタ 電話等 職員対応 満足し い 民 割合 ％

度

単

人日 均来庁者数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

名 称

日 総合案 時間数 時間

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

鳥海 彩花

芽室 公共サ ビ 運営推進要綱

所属
部門

事務事業名 総合案 事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

杉山 ゆ課長名

予算
科目

会計区 款 項

事業期間

予算 事業名

度

目

線
民生活課 民係

日

成 度 公共サ ビ パ トナ 制度 民公益活動団体
委 し 役場第 庁舎 階窓口 案 業務 行う

総合
計
体系

総合案 事業

委 料単価

施策名

安定した行 政運営 行政サ ビ 推進

法 根

親 便利 行政サ ビ 推進

基本目標

政策名

民 主役 た自治 基 く ち く

訳 実績
度

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 , ,

 

 人工数 業務量

活動指標
時間

人件費計

人

～

対象指標



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映さ た ト 段 改善 改革 概要 明

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮 改革改善案  大 縮 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

度

降

組

案 者 経験 積 確 迅 サ ビ 向 見込 た 活動団体 確 迅 案 業務 う
情報 集 努 意見交換 行う

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

役場 開庁時間 一致した案 業務 た 業務時間 短縮 い 賃金単価 公共サ ビ パ ト
ナ 制度 し 積算さ い た 総合案 自 賃金改 可能 あ

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

民 協力体制 く 職員又 臨時職員 対応 コ ト増

事務事業 成果指標 さ
伸ば

民生活課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮
余地

対象 意図 広 た 逆
た い

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

案 者 経験 積 確 迅 サ ビ 向 見込 た 活動団体
確 迅 案 業務 う 情報 集 努 意見交換 行う

削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

民係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

来庁者 利便性 確保し 民サ ビ 向 さ た

来庁者 対象 あ た 大 縮 い

成 度 実施し い 公共サ ビ パ トナ 総合案 既 定着し 親 や配
慮 いう意識面 向 考え 著しい成果 向 難しい

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

益 限定さ た 費用 担 求 事業 い

※ 映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明

効
性
評
価

.成果 向 余地

総合案 事業



事業 概要

線

成 月

事務事業

度

杉山 ゆ 担当者名 笹山 智美

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度

弔辞作成事務

所属
部門

住民生活課 住民係 課長名

人件費計

間

人

在住者 死亡した場合 遺族 希望 弔辞を作成し 拝読す

改革 改善実施 方向性 現状維持

成１ ～１ 度 住民へ 調査を実施し そ 結果 基 成１ 月管理庁議 い 遺族 意向確
認した上 す 決定さ た 近 家族葬 弔辞を希望し い傾向 あ 民 意向調査等を実施し

再検討す 必要 あ

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

安定した行財政運営 行政サ ビ 推進

簡易 トを
選択した理由

親切 便利 行政サ ビ 推進施策名

総合
計
体系

根拠
法令

政策名

民 主役 った自治 基 くまち く基本目標

改革 改善案 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



現状把握 部 Dｏ   現在やっ い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 っ 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変

 件

 人工数 業務量

活動指標
,人

人件費計

人
対象指標

訳 実績
度

,

事業費計 ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 △ ,

海 権限移譲 成１ 度 民 旅券 パ ト
申請 交付 行う

総合
計
体系

旅券交付事務

施策名

安定した行 政運営 行政サ ビ 推進

法 根

親 便利 行政サ ビ 推進

基 目標

政策名

民 主役 った自治 基 く ち く

事業期間

予算 事業名

度

目

線
民生活課 民係

日

所属
部門

事務事業名 旅券交付事務

成 事務事業 ネ メント ト 
事務事業

性格

杉山 ゆ課長名

予算
科目

会計区 款 項

名 称

芽室 民 度 人口 人

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

笹山 智美

旅券法

単

人申請者

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

役場窓口やカウンタ 電話等 職員対応 満足し い 民 割合 ％

度

.

目標

度

△ ,
,

,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

,

,

△ ,
,

,, ,

,

パ ト申請 う 申請者 利便性 向 さ

芽室 パ ト 必要 人

件

目標目標
度度

予算 目標単 度

便利 親 窓口サ ビ 推進

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

訂 申請数

件

名 称

新規申請数

.

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わった う

％ .
成果指標

.

民 役場 申請 交付 定着し い海 条例 改 伴い 権限移譲 た

成果指標

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

件

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い
利便性 確保し 民サ ビ 向 さ

旅券法 基 く事業 ため対象 広 た 狭めた い

対象者 限定さ ため 成果指標 伸ば い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

旅券法 基 く 益者 担 あ

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

旅券交付事務

 .改革 改善 期待成果

民係

維持 ○

担当者 研修 申請 交付時 時間短縮 図 確 迅 対応 行う

削減

向

コ ト

増加

現状維持

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業名

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
めた い

利用者 十勝総合振興局 出向い 申請 交付 ば く

事務事業 成果指標 さ
伸ば

民生活課

度

組

度

降

組

研修 経験 申請 交付時 時間短縮 図 確 迅 対応 行う

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

パ ト 申請 付 交付 一定 時間 要し 時間短縮 効率 難しい

提供 対象 提供
い 費用 担 適
っ い



事業の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

その他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案の概要

安定した行財政運営 行政サ ビ の推進

簡易 トを
選択した理由

親切 便利 行政サ ビ の推進施策名

総合
計
体系

根拠
法令

金生活者支援給付金の支給 関す 法律政策名

民 主役 った自治 基づくまちづく基本目標

間

人

.

消費税 ％導入 伴い 金生活者支援給付金の支給 関す 法律 施行さ 市 村の事務 設定さ 厚生労
働大臣 所得額 一定基準を下回 老齢基礎 金受給者 障害 金受給者及び遺族 金受給者の所得情報の提
供 認定請求の受理等を行う

改革 改善実施の方向性 現状維持

事業実施 消費税 ％導入時 向けた準備事務

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度まの性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
成 度

金生活者支援給付金支給事務

所属
部門

住民生活課 住民係 課長名
線

成 月

事務事業

度

杉山 ゆ 担当者名 高瀬 義則

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務


